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入れ戦略をさらに強化した「難民とホスト住民のエンパワーメント」（Refugee and Host Population 











［World Bank 2016］。 
難民受け入れ政策の「優等生」であるウガンダが、先駆的に実施してきた開発志向の難民政策




                                                   
1 1980年代に「難民援助と開発」と呼ばれ概念化されていた開発志向の難民支援戦略は、アフリカにおいて 1984
年に開催された第 2 回アフリカ難民援助国際会議で議題として取り上げられたものの、主流化には至らなかっ
た経緯がある［中山 2014b, 175］。 
2 ウガンダは 1951年の「難民の地位に関する条約」と 1967年の同議定書に加え、アフリカ統一機構難民条約にも
加入している［杉木 2011］。こうした国際法で定められた規範の履行に向け 2006年に制定された難民法は、「ア
フリカ大陸で最もリベラルな法律」［杉木 2011, 138］とも言われ、難民の就労や移動の自由も認めている。 
3 ReHoPE戦略は、2016年 9月に国連サミットで採択された「難民・移民のためのニューヨーク宣言」に基づく「包
括的難民支援枠組み」（Comprehensive Refugee Response Framework: CRRF）をウガンダで適用するための重要な
取り組みの一つとして位置付けられた［Government of Uganda 2017］。 
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面的な課題の抽出に終始しているものが多い［例えば、Mathys 2016; Ruaudel and Morrison-Métois 










ウガンダにおいて難民問題を統括しているのは首相府（Office of the Prime Minister: OPM）であ
り、各難民居住地に OPMから派遣された難民居住地指揮官らが、国際連合難民高等弁務官事務所
（United Nations High Commissioner for Refugees: UNHCR）と、実施・運営パートナーの NGO、さ
らには難民福祉評議会（Refugee Welfare Council: RWC）5と連携して難民支援を行っている。2017
年 10月末時点で、ウガンダが受け入れている 140万人以上の難民（庇護申請者を含む）のうち、
70%近い 95万人以上が南スーダン難民で、18歳未満の子どもが南スーダン難民のなかで占める割
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設以降、南スーダン難民が押し寄せ、県人口の 3分の 1にあたる約 27万人が居住するウガンダ国
内最大の難民居住地となった 6。表 1 に示すとおり、2017 年における難民の初等教育の総就学率
（Gross Enrollment Rate: GER）は 74.5%、中等教育の GERは 21.6%と推定されており、前年のユ
ンベ県における GERよりも高くなっている。この背景としては、度重なる紛争の影響により、ウ
ガンダ全体のなかでも教育開発を含む経済・社会開発が遅れた西ナイル地方に位置するユンベ県
の各教育段階の就学率が極端に低いことが挙げられる。初等教育の純就学率（Net Enrollment Rate: 
NER）は 51%と GERより 10%低く、ユンベ県には学齢期を過ぎて初等学校に通う生徒が多いこと
も示唆される 7。 
 
表 1 ビディビディ難民居住地とユンベ県の教育施設の 
生徒数、総就学率（GER）、純就学率（NER） 
（出所）UNHCR資料とMoES［2017］をもとに筆者ら作成。 







ティ校と、全地区の中等学校の運営はウィンドル・トラスト・ウガンダ（Windle Trust Uganda: WTU）
が、2地区の初等教育段階のコミュニティ校運営はフィンランド教会援助基金（Finn Church Aid）
                                                   
6 ビディビディ難民居住地は、現在は新たな難民の受け入れを停止している。また、本難民居住地は、ユンベ県に






   就学前教育 初等教育 中等教育 




生徒数 5,427 5,108 10,535 26,921 23,796 50,717 4,046 1,719 5,765 
GER … … 32.9% … … 74.5% … … 21.6% 
ウガンダ人 生徒数 630 633 1,263 4,659 3,912 8,571 293 99 392 
ユンベ県 
生徒数 1,370 1,247 2,617 47,344 42,664 90,008 5,978 3,021 8,999 
GER 5% 4% 4% 67% 55% 61% 14% 6% 10% 
NER 3% 2% 3% 56% 47% 51% 13% 6% 9% 
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現地調査は 2017年 8月初旬から約 3週間実施し、ビディビディ難民居住地の支援を行っている
政府や援助機関関係者から聞き取りを行うとともに、同難民居住地内で最も新しく開設された地
区にある初等・中等学校各 1 校において、学校運営の実態に関する調査を行った。両校とも、新
学年が始まった 2017年 2月に UNHCRが設立しWTUによって管理されているコミュニティ校で
ある。各調査対象校で実施したデータ収集の方法は、以下のとおりである。 
A初等学校では全教員の 3分の 2にあたる 24人（男 16人、女 8人、全員ウガンダ人、副校長
2人と教務主任 1人を含む）、自らも南スーダン難民である補助教員 5人（男）全員に対するイン
タビュー調査と、6年生 3学級中の 1学級に属する生徒 122人（男 67人、女 54人、性別に関し
て無回答だった生徒 1人）、7年生 53人（男 32人、女 21人）全員に対する質問紙調査、さらに 4
年生 1人（男）と 7年生 5人（女）、保護者を含む学校周辺に住む南スーダン難民 5人（女）に対
するインタビュー調査を行った。B中等学校では、全教員の 4分の 3にあたる 12人（男 9人、女
3人、うちウガンダ人 11人、南スーダン難民 1人、副校長 1人と教務主任 1人を含む）に対する
インタビュー調査と、2年生 67人（男 44人、女 23人）全員に対する質問紙調査、さらに 1年生
1人（女）、2年生 3人（女）、3年生 4人（男 2人、女 2人）に対するインタビュー調査を行った。 
調査対象となったA初等学校およびB中等学校に関する基本情報は、表 2に示すとおりである 8。 
 
表 2 調査対象校の概要（2017年） 
（出所）WTU資料をもとに筆者ら作成。 
                                                   
8 在籍生徒数はWTU資料に基づく数字を表に掲載しているが、その信憑性は低い。出席生徒数は学用品の配給が
ある時に増え、食糧や生活用品の配給がある日は、配給の受け取りの手伝いで多数の生徒が欠席するため低く
なるという教員らの説明であった。例えば A初等学校の公表されている 2年生の在籍生徒数は 801人なのに対
し、調査時に行われていた 2学期期末テストの同学年の受験者数は約半分の 411人であった。 
 A初等学校 B中等学校 
男 女 計 男 女 計 
生徒 南スーダン難民 
2,267 2,087 4,354 264 121 385 
ウガンダ人 145 174 319 33 15 48 
正規 
教員 
南スーダン難民 0 0 0 1 0 1 
ウガンダ人 23 13 36 10 5 15 
補助教員 南スーダン難民 5 0 5  
施設 仮設教室 24 
教員宿舎用テント 13 



























きたという子どももおり、A初等学校 7年生 52人のうち一方の親を亡くした生徒は 20人、両親




質問紙調査の対象となった、A初等学校の 6年生 122人のうち 73人（60%）、7年生 53人のうち















                                                   
9 A初等学校 7年生では有効回答者 51人中、23人がカクワ、10人がポジュル、5人がククの人々で、6年生では
有効回答者 75人中、35人がカクワ、9人がポジュル、4人がククの人々であった。また、B中等学校 2年生で
は、有効回答者 58人中、20人がカクワ、13人がポジュル、12人がククの人々であった。 
10 A初等学校で筆者らが現地調査時に入手した 7年生に関する資料に基づく。質問紙調査を行った 7年生 53人の
生徒のなかで、本資料から遺児かどうかの情報が得られない生徒が 1人いた。また、6年生に関しては同様の資
料を入手できなかった。 
11 インタビューを行った A初等学校周辺に住む南スーダン難民の 1人は、南部のイエイにある初等学校に 4年生
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生徒の約 92%は難民の子どもで、ウガンダ人 12の割合は約 8%であった。 
A初等学校は典型的なコミュニティ校の一つで、UPE補助金は交付されておらず、援助機関か
らのリソースに頼った運営がなされていた。学校全体の教員 1人あたりの生徒数は約 130人で、1、







格（グレード 3）を有し、給与の手取りは月額 39万シリング（約 108ドル）14で、政府雇用教員
が受け取っている給与 15より若干低めに設定されていた。教員経験が 5年以内の 20歳代の教員が
半数以上で、難民居住地へ来る前はユンベ県や北部地域の近隣県の私立学校で、あるいは公立学
校で PTA によって雇用され働いていたという教員が多かった。男性教員の 1 人は、「以前勤務し
ていた私立学校の給与は月 15万シリング（約 42ドル）にすぎず、支払い時期や金額も安定して
いなかった。援助機関というしっかりとした組織での就業経験が今後のキャリアアップにつなが







13 ウガンダの教育制度は、初等教育 7年・中等教育 6年（前期中等教育 4年と後期中等教育 2年）なのに対し、
南スーダンは初等教育 8年・中等教育 4年で、カリキュラムは当然異なる。 
14 本稿でのドル換算は、ウガンダの中央銀行（Bank of Uganda）による 8月の平均レート 1ドル=3606シリングを
用いている。 
15 ウガンダ公共省（Ministry of Public Service）が公表している 2015/2016会計年度の初等学校教員の初任給は、40
万 8135シリング（約 113ドル）である。 
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しかしながら、A初等学校では、初等教育修了試験（Primary Leaving Examinations: PLE）が受け
られる生徒数が 60人に制限された 16ため、校内試験で選抜された生徒 60人（すべて南スーダン












れていない教室も目立ち、1～3 年生の学級しかなかった。教員の数が確保されたため 2018 年度
は 4 年生の学級が再び作られるということであったが、調査時点では、後期中等教育修了資格
（Uganda Advanced Certificate of Education: UACE）試験はもちろん、前期中等教育修了資格（Uganda 






                                                   




17 2017年 8月 11日、著者らがビディビディ難民居住地担当の UNHCR職員、WTU職員に対して行ったインタビ
ューによる。 
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生徒もいた。また、A 初等学校を卒業する生徒にとって、近くに居住する土地を割り当てられた































                                                   
18 2017年 8月 11日、著者らがビディビディ難民居住地担当の NGO職員に対して行ったインタビューによる。 
19 移住後はすぐにウガンダ政府軍と「神の抵抗軍」（Lord’s Resistance Army: LRA）の間の内戦に巻き込まれ、こ
の教員がウガンダで通ったのは国内避難民（Internally Displaced Persons: IDP）のための学校であり、本奨学金は
IDPキャンプでWTUが行っていた教育援助の一部であった。B中等学校の難民男性教員の話は、難民の中等学
校へのアクセスを保障する支援の重要性を示す好例でもある。 
20 2017年 8月 11日、著者らがビディビディ難民居住地担当の UNHCR職員、WTU職員に対して行ったインタビ
ューによる。中等学校補助教員の雇用は行われていなかった。 
ウガンダ北部南スーダン難民居住地の生活と学校 





































                                                   









































































ディアスポラ』(叢書グローバル・ディアスポラ 5) 駒井洋監修 明石書店 131-157. 








Clark-Kazak, C. 2010. “The Politics of Formal Schooling in Refugee Context: Education, Class, and Decision Making 
among Congolese in Uganda.” Refuge 27(2): 57-64. 
Dryden-Peterson, S. 2006. “The Present Is Local, the Future Is Global? Reconciling Current and Future Livelihood Strategies 
in the Education of Congolese Refugees in Uganda.” Refugee Survey Quarterly 25(2): 81-92. 
Dryden-Peterson, S. and L. Hovil 2004. “A Remaining Hope for Durable Solutions: Local Integration of Refugees and Their 
Hosts in the Case of Uganda.” Refuge 22(1): 26-38. 
Government of Uganda 2017. ReHoPE – Refugee and Host Population Empowerment: Strategic Framework - Uganda. 
Kampala: Government of Uganda. 
Kaiser, T. 2006. “Between a Camp and a Hard Place: Rights, Livelihood and Experiences of the Local Settlement System for 
Long-term Refugees in Uganda.” Journal of Modern African Studies 44(4): 597-621. 
Kisira, S. 2008. “Uganda,” in Low-Cost Private Education: Impacts on Achieving Universal Primary Education. ed. B. 
Phillipson. London: Commonwealth Secretariat 131-172. 
Mathys, E. 2016. Opportunities to Provide Refugees and Ugandans with Alternative Livelihood Activities in Uganda’s 
Kamwenge District. Washington, DC: FHI 360/FANTA. 
MoES (Ministry of Education and Sports) 2017. Education Abstract 2016. Kampala: MoES. 
Ruaudel, H. and S. Morrison-Métois 2017. Responding to Refugee Crises: Lessons from Evaluations in Ethiopia and Uganda 
as Countries of Destination. Paris: OECD. 
ウガンダ北部南スーダン難民居住地の生活と学校 
62 アフリカレポート 2018年 No.56 
 
Sesnan, B., E. Allemano, H. Ndugga and S. Said 2013. Educators in Exile: The Role and Status of Refugee Teachers. 
London: Commonwealth Secretariat. 
UNHCR (United Nations High Commissioner for Refugees) 2017. “South Sudan Situation: 16-31 October 2017.” Geneva: 
UNHCR (http://data.unhcr.org/SouthSudan/download.php?id=3435, 2017年 12月 30日アクセス) 
UNHCR (United Nations High Commissioner for Refugees) RO (Regional Office) Uganda 2017. “Statistical Summary as of 
31 October 2017: Refugees and Asylum Seekers in Uganda.” Kampala: UNHCR RO Uganda 
 (https://ugandarefugees.org/wp-content/uploads/October-2017-Statistics-package.pdf, 2017年 12月 30日アクセス) 
World Bank 2016. An Assessment of Uganda’s Progressive Approach to Refugee Management. Washington, DC: World 
Bank. 
 
（さかうえ・かつき／大阪大学・日本学術振興会） 
（しみず・あやか／大阪大学） 
（さわむら・のぶひで／大阪大学） 
